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実態調査概要

 実施期間 ：令和6年1⽉15⽇（⽉）〜2⽉9⽇（⾦）

 対象企業 ：本社所在地が⾹川県の企業 合計1,000社
（従業員数30名以上の企業995件＋従業員数25〜29名の企業5件）

 有効回答数 ：348件（回収率34.8％）

 調査⽅法 ：アンケート調査（郵送）

 調査⽬的 ：県内企業における採⽤活動の実態を明らかにするとともに、学⽣の
就職活動の実態との⽐較を⾏うことを⽬的とする。

 調査内容 ：全18問（新規学卒者・中途採⽤・外国⼈材等の採⽤状況、新規学卒
者の採⽤活動状況、企業の採⽤活動における広報活動状況等、
詳細は次⾴のとおり）



4

No. 区分 設問. 回答

0 属性

貴社名 単⼀
部署・役職名 単⼀
担当者名 単⼀
電話番号 単⼀
メールアドレス 単⼀
業種 単⼀
従業員数 単⼀

1 採⽤活動の状況 採⽤活動の有無 単⼀
2 採⽤活動の状況 採⽤⼈材の種類・優先順位・⼈

数
複数

3 新規学卒者の
採⽤状況

採⽤ターゲット校の有無・
ターゲットエリア

3つまで

4 新規学卒者の
採⽤状況

No.3の選択理由 3つまで

5 新規学卒者の
採⽤状況

採⽤活動開始時期 単⼀

6 新規学卒者の
採⽤状況

採⽤活動終了時期 単⼀

7 新規学卒者の
採⽤状況

県内での就職が困難になる理由 3つまで

No. 区分 設問 回答
8 新規学卒者の

採⽤状況
県外転出の理由 3つまで

9 新規学卒者の
採⽤状況

インターンシップ実施の有無 単⼀

10 新規学卒者の
採⽤状況

インターンシップ募集⼈数・参
加⼈数

記述

11 新規学卒者の
採⽤状況

インターンシップを実施しない
理由

3つまで

12 新規学卒者の
採⽤状況

就職活動の際に学⽣が参考にす
るもの

3つまで

13 新規学卒者の
採⽤状況

内定辞退の理由 3つまで

14 採⽤活動におけ
る広報

採⽤活動時の情報発信の⽅法 3つまで

15 採⽤活動におけ
る広報

採⽤活動にかける費⽤ 単⼀

16 採⽤活動におけ
る広報

採⽤活動時のPRポイント 3つまで

17 採⽤活動におけ
る広報

採⽤活動における課題 3つまで

18 ⾹川県の就職状
況

⾹川県での就職者を増やすため
に必要な取組

3つまで

 調査項⽬⼀覧
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備 考

• 構成⽐に関しては、⼩数点第２位を四捨五⼊して計算しているため、合計が100％にならない場合があ
ります。

• 複数回答の場合、回答した企業数（ｎ数）に対する割合を⽰しているため、構成⽐の合計が100％を超
えることがあります。

• 「業種・従業員数の回答無、かつ、各設問の回答有」及び「業種・従業員数の回答有、かつ、各設問
の回答無」は、グラフには計上されていません。そのため、グラフの数値合計とコメントに記載の回
答⺟数は⼀致していません。
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 回答企業の属性
【業種】

 業種で⾒ると、「C_製造業」27.6％（96社）が最も多く、次いで、
「G_卸売業・⼩売業」15.2％（53社）、「L_医療・福祉関連業」12.9％（45社）と続く。

 従業員数では、「50⼈以上100⼈未満」が最も多く33.0％（115社）、次いで、
「100⼈以上500⼈未満」28.2%（98社）、「30⼈以上50⼈未満」26.7％（93社）と続く。

【従業員数】
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 採⽤に関する基本事項
Q1【採⽤活動の有無】

 回答があった企業348社のうち、84.8%（295社）が採⽤活動「有」と回答している。
①業種別に⾒ると、
ほぼ全ての業種で約80％以上の企業が採⽤活動を⾏っていることが読み取れる。

②従業員数別に⾒ると、従業員数が多くなるほど、採⽤活動がある傾向が読み取れる。
「30⼈未満」の企業においては、採⽤活動は半数に留まっている。
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100.0 

100.0 

89.3 

88.2 

83.3 

100.0 

100.0 

83.3 

79.1 
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100.0 
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‐
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‐
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11.8 

16.7 

‐
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20.9 

17.1 

‐

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=35)

C_製造業(n=93)

D_電気・ガス・⽔道業(n=4)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=28)

G_卸売業・⼩売業(n=51)

H_⾦融業・保険業(n=6)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=6)

L_医療・福祉関連業(n=43)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=35)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=4)

はい

いいえ
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3.50⼈以上(n=112)

4.100⼈以上(n=96)

5.500⼈以上(n=18)

6.1,000⼈以上(n=7)

はい

いいえ
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 新規学卒者採⽤に関する基本事項
Q2【新規学卒者の採⽤活動の有無】

 採⽤活動「有」と回答した企業295社のうち、全体の64.7%（191社）が新規学卒者の採⽤活動「有」と回
答しており、31.9%（94社）が「無」と回答している。

①業種別に⾒てみると、
⼤半の業種において、約60〜80％の企業が新規学卒者の採⽤活動「有」と回答している。
⼀⽅、「運輸業・郵便業」では、採⽤活動「有」と回答したのは18.2％であり、
他業種と⽐べて新規学卒者の採⽤活動は少ない傾向がみられる。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど新規学卒者の採⽤活動「有」が多い傾向が読み取れる。
「30⼈未満」の企業においては、60.0％が「無」と回答しており、「有」は半数を下回っている。
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100.0 
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100.0 
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22.2 
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‐

33.3 

42.9 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=32)

C_製造業(n=81)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=22)

G_卸売業・⼩売業(n=45)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=33)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=28)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

有

無

40.0 
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65.0 

74.4 

82.4 

100.0 

60.0 

46.2 

35.0 

25.6 

17.6 

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=65)

3.50⼈以上(n=100)

4.100⼈以上(n=86)

5.500⼈以上(n=17)

6.1,000⼈以上(n=7)

有

無
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 新規学卒者採⽤に関する基本事項
Q2【新規学卒者の採⽤活動の優先順位】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、 68.6%（131社）が採⽤活動の優先順位「１位」と
回答している。

①業種別に⾒てみると、
全業種において70％前後が「１位」と回答しており、優先順位が⾼い事が読み取れる。

②従業員数別に⾒てみると、
「500⼈未満」の企業では、バラつきがあるものの50〜70％前後で「１位」と回答している。
「500⼈以上」の企業では、85.7％が「１位」と回答しており、
従業員数が多い企業では、より優先順位が⾼い傾向にあると読み取れる。
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B_建設業(n=24)

C_製造業(n=53)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=3)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=4)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=3)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=20)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)
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3.50⼈以上(n=63)

4.100⼈以上(n=58)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

１位
２位
３位
４位
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 新規学卒者採⽤に関する基本事項
Q2【新規学卒者の採⽤計画⼈数（求⼈数）】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、77.0％（147社）が新規学卒者の求⼈数を「10名未満」、
16.2%（31社）が「10名以上」と回答している。

①業種別では、回答企業数が10社以上の業種に絞って⾒てみると、
求⼈数「10名以上」で⾒てみると、「サービス業（他に分類されるものを除く）」18.8%が最も多い。
求⼈数「4名以上」で⾒てみると、「卸売業・⼩売業」54.2%が最も多い。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど求⼈数が多い傾向があり、
「100⼈未満」の企業では、約70%以上が求⼈数「0〜３名」であり、
「100⼈以上」の企業では、約70%以上が求⼈数「4名以上」である。
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20.0 

14.3 

31.3 

‐

‐

‐

17.4 

10.0 

33.3 

50.0 
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H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=2)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)
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N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)
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10名以上

＊回答母数が10件未満は参考値



11

 新規学卒者採⽤に関する基本事項
Q2【新規学卒者の採⽤者数】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、「10名以上」は 11.5%（22社）で、「10名未満」は 84.8％
（162社）で、うち「０名」の企業が24.1％（46社）

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
全体的にはバラつきはあるものの、約60％で「１名以上」の採⽤がある。
「サービス業（他に分類されるものを除く）」は、「0名」が37.5％で最も多く、
「４名以上」求⼈が50.1%あったことを鑑みると採⽤は不⼗分と⾒られる。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど採⽤者数が多い傾向ではあるが、
「30⼈以上50⼈未満」の企業では、48.5%（半数近く）が「0名」となっている。
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J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)
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 新規学卒者採⽤に関する基本事項
Q2【新規学卒者の内定辞退者数】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、辞退者が「0名」の会社が53.4％（102社）、「1名以上」い
る会社が30.9％（59社）、となっている。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
内定辞退者が少ない業種は「医療・福祉関連業」、「教育・学習⽀援業」で「0名」の企業が約80％あった。
内定辞退者が⽐較的多い業種は「サービス業（他に分類されないもの）」「卸売業・⼩売業」で
辞退者数「１名以上」いた企業が約40％あった。

②従業員数別に⾒てみると、
「500⼈以上」の企業の約80%では、「３名以上」の辞退者がおり、
「100⼈未満」の企業の約80%では、辞退者は「0名」となっている。
従業員数が多い企業ほど、新規学卒者の内定辞退者が多くなる傾向がみられる。
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70.0 

33.3 

25.0 

50.0 

59.4 

40.0 

‐

50.0 

80.0 

81.3 

57.1 

66.7 

‐

‐

11.1 

8.0 

33.3 

‐

50.0 

12.5 

20.0 

‐

‐

‐

‐

‐

33.3 

‐

‐

‐

4.0 

‐

‐

‐

9.4 

‐

‐

‐

‐

6.3 

7.1 

‐

‐

‐

27.8 

18.0 

33.3 

75.0 

‐

18.8 

40.0 

100.0 

50.0 

20.0 

12.5 

35.7 

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=18)

C_製造業(n=50)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=4)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=32)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=1)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=2)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=16)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=14)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)

0名

1名

2名

3名以上

‐

77.8 

80.8 

57.6 

14.3 

‐

‐

3.7 

9.6 

13.6 

‐

16.7 

‐

7.4 

3.8 

3.4 

7.1 

‐

‐

11.1 

5.8 

25.4 

78.6 

83.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=0)

2.30⼈以上(n=27)

3.50⼈以上(n=52)

4.100⼈以上(n=59)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=6)

0名

1名

2名

3名以上

＊回答母数が10件未満は参考値
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 中途採⽤に関する基本事項
Q2【中途採⽤の採⽤活動の有無】

 採⽤活動有と回答のあった企業295社のうち、89.2%（263社）の企業が中途採⽤の採⽤活動「有」と回答
しており、6.8％（20社）が「無」と回答している。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
全業種において、約90％以上の企業が「有」と回答している。
特に「運輸業・郵便業」は24社全てが「有」と回答している。

②従業員数別に⾒てみると、
バラつきはあるものの、従業員数による傾向は特にみられない。

100.0 

96.9 

97.5 

66.7 

87.5 

100.0 

88.6 

80.0 

100.0 

40.0 

100.0 

93.9 

92.9 

33.3 

100.0 

‐

3.1 

2.5 

33.3 

12.5 

‐

11.4 

20.0 

‐

60.0 

‐

6.1 

7.1 

66.7 

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=32)

C_製造業(n=79)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=24)

G_卸売業・⼩売業(n=44)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=33)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=28)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

有

無

100.0 

90.9 

93.8 

93.0 

100.0 

85.7 

‐

9.1 

6.2 

7.0 

‐

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=66)

3.50⼈以上(n=97)

4.100⼈以上(n=86)

5.500⼈以上(n=17)

6.1,000⼈以上(n=7)

有

無

＊回答母数が10件未満は参考値
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 中途採⽤に関する基本事項
Q2【中途採⽤の採⽤活動の優先順位】

 中途採⽤の採⽤活動「有」と回答した企業263社のうち、45.6%（120社）が採⽤活動の優先順位
「１位」と回答している。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
ほとんどの業種において「1位」と回答している企業は、30〜50％程度だが、
「運輸業・郵便業」では90.9%が「１位」と回答している。
②従業員数別に⾒てみると、
バラつきはあるものの、従業員数が少ないほど、優先優位が⾼い傾向が⾒受けられる。

50.0 

45.2 

40.3 

‐

57.1 

90.9 

36.8 

33.3 

80.0 

100.0 

75.0 

48.1 

45.8 

100.0 

100.0 

50.0 

48.4 

54.2 

50.0 

42.9 

9.1 

57.9 

66.7 

20.0 

‐

25.0 

48.1 

54.2 

‐

‐

‐

6.5 
1.4 

‐

‐

‐

2.6 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

4.2 

50.0 

‐

‐
2.6 

‐

‐

‐

‐

3.7 

‐

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=31)

C_製造業(n=72)

D_電気・ガス・⽔道業(n=2)

E_情報通信業(n=7)

F_運輸業・郵便業(n=22)

G_卸売業・⼩売業(n=38)

H_⾦融業・保険業(n=3)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=1)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=27)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=24)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=1)

O_その他(n=2)

１位

２位

３位

４位

75.0 

54.5 

59.1 

41.1 

25.0 

‐

‐

41.8 

35.2 

56.2 

75.0 

100.0 

‐

1.8 

2.3 

1.4 

‐

‐

25.0 

1.8 

3.4 

1.4 

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=4)

2.30⼈以上(n=55)

3.50⼈以上(n=88)

4.100⼈以上(n=73)

5.500⼈以上(n=16)

6.1,000⼈以上(n=6)

１位

２位

３位

４位

＊回答母数が10件未満は参考値
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 中途採⽤に関する基本事項
Q2【中途採⽤の採⽤計画⼈数（求⼈数）】

 中途採⽤の採⽤活動「有」と回答した企業263社のうち、「10名未満」が69.2%（182社）を占めており、「10名以
上」は16.7%（44社）となっている。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
「10名以上」で⾒てみると「サービス業（他に分類されないもの）」27.3％が最も多い。
「4名以上」で⾒てみると「運輸業・郵送業」73.7％が最も多い。
⼀⽅、「建設業」の60.7％が「1名〜3名」の求⼈であり、やや少ない傾向にある。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど求⼈数が多い傾向ではあるが、
「30⼈未満」の企業では、75.0%が「1名〜3名」の求⼈となっている。

‐

‐

‐

‐

‐

‐

2.7 

‐

‐

‐

‐

3.4 

4.5 

‐

‐

100.0 

60.7 

45.2 

100.0 

33.3 

26.3 

59.5 

66.7 

‐

100.0 

75.0 

44.8 

36.4 

100.0 

50.0 

‐

28.6 

37.1 

‐

50.0 

47.4 

13.5 

‐

66.7 

‐

‐

34.5 

31.8 

‐

‐

‐

10.7 

17.7 

‐

16.7 

26.3 

24.3 

33.3 

33.3 

‐

25.0 

17.2 

27.3 

‐

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=28)

C_製造業(n=62)

D_電気・ガス・⽔道業(n=1)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=19)

G_卸売業・⼩売業(n=37)

H_⾦融業・保険業(n=3)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=1)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=29)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=22)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=1)

O_その他(n=2)

0名

1名〜3名

4名〜9名

10名以上

25.0 

‐

1.3 

3.2 

‐

‐

75.0 

57.1 

58.8 

27.4 

40.0 

40.0 

‐

33.9 

30.0 

33.9 

20.0 

‐

‐

8.9 

10.0 

35.5 

40.0 

60.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=4)

2.30⼈以上(n=56)

3.50⼈以上(n=80)

4.100⼈以上(n=62)

5.500⼈以上(n=15)

6.1,000⼈以上(n=5)

0名

1名〜3名

4名〜9名

10名以上

＊回答母数が10件未満は参考値
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 中途採⽤に関する基本事項
Q2【中途採⽤の採⽤者数】

 中途採⽤の採⽤活動「有」と回答した企業263社のうち、「10名以上」は11.0%（29社）で、「10
名未満」が81.4%（214社）で、うち「０名」の企業が10.6%（28社）

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
全体的にはバラつきはあるものの、約70〜90％の企業で「１名以上」の採⽤が⾏われていた。
「0名」で⾒てみると、「建設業」26.7%が最も⾼く、求⼈数と相関関係にあると考えられる。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど採⽤者数が多い傾向ではあるが、
「30⼈未満」の企業では、40.0%が採⽤者数「0名」となっている。

‐

26.7 

12.5 

‐

14.3 

4.8 

5.7 

25.0 

‐

‐

‐

3.4 

12.0 

‐

‐

100.0 

33.3 

51.4 

100.0 
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57.1 

50.0 

‐

100.0 
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55.2 

48.0 

100.0 

50.0 

‐

36.7 

25.0 

‐

42.9 

33.3 

20.0 

‐

50.0 

‐

25.0 

24.1 

24.0 

‐

50.0 

‐

3.3 

11.1 

‐

‐

9.5 

17.1 

25.0 

50.0 

‐

25.0 

17.2 

16.0 

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=30)

C_製造業(n=72)

D_電気・ガス・⽔道業(n=2)

E_情報通信業(n=7)

F_運輸業・郵便業(n=21)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=4)

I_不動産業・物品賃貸業(n=2)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=1)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=29)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=25)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=1)

O_その他(n=2)

0名

1名〜3名

4名〜9名

10名以上

40.0 

12.7 

14.9 

5.6 

‐

16.7 

60.0 

52.7 

56.3 

45.1 

50.0 

16.7 

‐

34.5 

23.0 

28.2 

6.3 

33.3 

‐

‐

5.7 

21.1 

43.8 

33.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=55)

3.50⼈以上(n=87)

4.100⼈以上(n=71)

5.500⼈以上(n=16)

6.1,000⼈以上(n=6)

0名

1名〜3名

4名〜9名

10名以上

＊回答母数が10件未満は参考値
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 中途採⽤に関する基本事項
Q2【中途採⽤の内定辞退者数】

 中途採⽤の採⽤活動「有」と回答した企業263社のうち、辞退者が「0名」の会社が49.0％（129社）、
「1名以上」の会社が24.7％（65社）、となっている。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
内定辞退者が少ない業種は「建設業」、「医療・福祉関連業」で「0名」の企業が約80％あった。
内定辞退者が⽐較的多い業種は「卸売業・⼩売業」で、「１名以上」の企業が48.2％あった。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど辞退者が多い傾向にあり、
「100⼈以上1,000⼈未満」の企業で⽐較的多く、約50％の企業で「１名以上」の辞退者が出ている。

100.0 

79.2 

64.3 

50.0 

50.0 

62.5 

51.7 

75.0 

‐

‐

100.0 

77.3 

65.0 

100.0 

‐

‐

‐

12.5 

‐

33.3 

6.3 

20.7 

‐

100.0 

‐

‐

4.5 

30.0 

‐

100.0 

‐

4.2 

8.9 

‐

16.7 

18.8 

10.3 

25.0 

‐

‐

‐

9.1 

‐

‐

‐

‐

16.7 

14.3 

50.0 

‐

12.5 

17.2 

‐

‐

‐

‐

9.1 

5.0 

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=24)

C_製造業(n=56)

D_電気・ガス・⽔道業(n=2)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=16)

G_卸売業・⼩売業(n=29)

H_⾦融業・保険業(n=4)

I_不動産業・物品賃貸業(n=1)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=0)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=22)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=20)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=1)

O_その他(n=1)

0名

1名

2名

3名以上

100.0 

72.1 

72.7 

54.8 

50.0 

80.0 

‐

11.6 

18.2 

9.7 

16.7 

20.0 

‐

9.3 

6.1 

11.3 

8.3 

‐

‐

7.0 

3.0 

24.2 

25.0 

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=3)

2.30⼈以上(n=43)

3.50⼈以上(n=66)

4.100⼈以上(n=62)

5.500⼈以上(n=12)

6.1,000⼈以上(n=5)

0名

1名

2名

3名以上

＊回答母数が10件未満は参考値
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 外国⼈材採⽤に関する基本事項
Q2【外国⼈材の採⽤活動の有無】

 採⽤活動「有」と回答した企業295社のうち、16.9%（50社）の企業が「有」と回答しており、
67.1%（198社）が「無」と回答している。

①業種別に⾒てみると、回答企業数が10社以上に絞って⾒てみると、
「有」と回答している業種は、「建設業」36.7％が最も多く、次いで、
「製造業」28.2％、「医療・福祉関連業」14.3％と続く。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数による傾向は特に⾒られない。

50.0 

36.7 

28.2 

‐

‐

18.2 

13.2 

‐

‐

50.0 

25.0 

14.3 

4.3 

‐

‐

50.0 

63.3 

71.8 

100.0 

100.0 

81.8 

86.8 

100.0 

100.0 

50.0 

75.0 

85.7 

95.7 

100.0 

100.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=30)

C_製造業(n=71)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=7)

F_運輸業・郵便業(n=22)

G_卸売業・⼩売業(n=38)

H_⾦融業・保険業(n=4)

I_不動産業・物品賃貸業(n=2)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=28)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=23)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

有

無

20.0 

20.3 

18.8 

21.3 

20.0 

16.7 

80.0 

79.7 

81.2 

78.7 

80.0 

83.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=59)

3.50⼈以上(n=85)

4.100⼈以上(n=75)

5.500⼈以上(n=15)

6.1,000⼈以上(n=6)

有

無

＊回答母数が10件未満は参考値
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 外国⼈材採⽤に関する基本事項
Q2【外国⼈材の採⽤活動の優先順位】

 外国⼈材の採⽤「有」と回答した企業50社のうち、10.0%（5社）が「１位」と回答している。
①業種別では、回答企業が10社以上に絞って⾒てみると、
「1位」「2位」と回答している企業は、
「製造業」30.0％が最も多く、次いで「建設業」27.3％と続く。

②従業員数別に⾒てみると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。
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C_製造業(n=20)

D_電気・ガス・⽔道業(n=0)

E_情報通信業(n=0)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=5)

H_⾦融業・保険業(n=0)

I_不動産業・物品賃貸業(n=0)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=2)

K_教育・学習⽀援業(n=1)

L_医療・福祉関連業(n=4)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=1)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=0)

O_その他(n=0)
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25.0 

6.3 

‐

‐

‐

58.3 

56.3 

87.5 

66.7 

100.0 
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1.30⼈未満(n=1)

2.30⼈以上(n=12)

3.50⼈以上(n=16)

4.100⼈以上(n=16)

5.500⼈以上(n=3)

6.1,000⼈以上(n=1)

１位

２位

３位

４位
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 外国⼈材採⽤に関する基本事項
Q2【外国⼈材の採⽤計画⼈数（求⼈数）】

 外国⼈材の採⽤「有」と回答した企業50社のうち、「0名〜2名」が54.0%（27社）を占めており、
「3名以上」は22.0%（11社）となっている。

①業種別に⾒てみると、
「10名以上」は「製造業」の16.7％のみとなっている。
また、「農業・林業・漁業」「卸売業・⼩売業」「医療・福祉関連業」で4名以上の求⼈がある。

②従業員数別に⾒てみると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。
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C_製造業(n=12)

D_電気・ガス・⽔道業(n=0)

E_情報通信業(n=0)

F_運輸業・郵便業(n=2)

G_卸売業・⼩売業(n=5)

H_⾦融業・保険業(n=0)

I_不動産業・物品賃貸業(n=0)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=2)

K_教育・学習⽀援業(n=1)

L_医療・福祉関連業(n=4)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=1)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=0)

O_その他(n=0)

0名

1名〜3名
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3.50⼈以上(n=12)
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5.500⼈以上(n=3)

6.1,000⼈以上(n=1)

0名

1名〜3名

4名〜9名

10名以上
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 外国⼈材採⽤に関する基本事項
Q2【外国⼈材の採⽤者数】

 外国⼈材の採⽤「有」と回答した企業50社のうち、「1名〜3名」が56.0%（28社）を占めており、
「0名」は20.0%（10社）となっている。

①業種別に⾒てみると、
「製造業」では、11.0%の企業で「10名以上」の採⽤がある。
「農業・林業・漁業」「製造業」「医療・福祉関連業」「サービス業（他に分類されないもの）」
で「4名〜9名」の採⽤がある。

②従業員数別に⾒てみると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。
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A_農業・林業・漁業(n=1)

B_建設業(n=11)

C_製造業(n=18)

D_電気・ガス・⽔道業(n=0)

E_情報通信業(n=0)

F_運輸業・郵便業(n=2)

G_卸売業・⼩売業(n=4)

H_⾦融業・保険業(n=0)

I_不動産業・物品賃貸業(n=0)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=2)

K_教育・学習⽀援業(n=1)

L_医療・福祉関連業(n=4)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=1)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=0)

O_その他(n=0)
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1名〜3名

4名〜9名
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1.30⼈未満(n=1)

2.30⼈以上(n=10)

3.50⼈以上(n=13)

4.100⼈以上(n=16)

5.500⼈以上(n=3)

6.1,000⼈以上(n=1)

0名

1名〜3名

4名〜9名

10名以上
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 外国⼈材採⽤に関する基本事項
Q2【外国⼈材の内定辞退者数】

 外国⼈材の採⽤「有」と回答した企業50社のうち、辞退者が「0名」の会社が62.0％（31社）、
「1名以上」いる企業が6.0％（3社）、となっている。

①業種別に⾒てみると、
「建設業」「卸売業・⼩売業」「宿泊業・飲料サービス業」で内定辞退者数「１名以上」と回答し

た企業があったが、内定辞退者数「0名」と回答した企業が多かった。
②従業員数別に⾒てみると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。
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100.0 
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100.0 

‐

‐

‐

12.5 

‐

‐

‐

‐

25.0 
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A_農業・林業・漁業(n=1)

B_建設業(n=8)

C_製造業(n=12)

D_電気・ガス・⽔道業(n=0)

E_情報通信業(n=0)

F_運輸業・郵便業(n=3)

G_卸売業・⼩売業(n=4)

H_⾦融業・保険業(n=0)

I_不動産業・物品賃貸業(n=0)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=1)

K_教育・学習⽀援業(n=1)

L_医療・福祉関連業(n=2)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=1)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=0)

O_その他(n=0)
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2.30⼈以上(n=7)

3.50⼈以上(n=8)

4.100⼈以上(n=15)

5.500⼈以上(n=2)

6.1,000⼈以上(n=1)

0名

1名

2名

3名以上
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q3【ターゲット学校の有無】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、64.9%（124社）が「有」と回答しており、29.8%
（57社）が「無」と回答している。

①業種別では、回答企業数10社以上に絞って⾒てみると、
「医療・福祉関連業」85.7％が最も多く、次いで「製造業」74.0％、「建設業」73.9％と続く

②従業員数別に⾒てみると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。
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73.9 

74.0 
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A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=23)

C_製造業(n=50)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=34)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)
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18.2 

44.3 

21.3 

35.7 

66.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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いいえ
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q3【ターゲット学校のエリア／１位】

 ターゲットとする⼤学「有」と回答した企業124社のうち、119社が「⾹川県」を「１位」と回答
しており、最も多い。

①業種別に⾒てみると、
「情報通信業」「運輸業・郵便業」「⾦融業・保険業」「教育・学習⽀援業」、
「公務・団体（他に分類されるものを除く）」で、100％の企業が「⾹川県」を１位に選んでいる。

②従業員数別にみると、
「1,000⼈未満」の企業の約80％以上が「⾹川県」を１位に選んでいる。
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q4【 Q3のエリアを選んだ理由／１位】

 ターゲットとする⼤学「有」と回答した企業124社のうち、59社がエリアを選んだ理由として「⾹川県出⾝者が多
い」を１位に選んでおり、

①業種別に⾒てみると、「⾹川県出⾝者が多い」を１位に選んでいる業種は
「⾦融業・保険業」「教育・学習⽀援業」「公務・団体（他に分類されるものを除く）」の100％、
次いで、「情報通信業」75.0％が多い。

②従業員数別に⾒てみると、「⾹川県出⾝者が多い」を１位に選んでいる企業は
「30⼈以上50⼈未満」59.3％が最も多く、次いで「500⼈以上1,000⼈未満」55.6%と続く。
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I_不動産業・物品賃貸業(n=1)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)
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M_サービス業（他に分類されないもの）(n=9)
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q5【始めた時期】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、54.5％（104社）が「令和4年1⽉〜6⽉」（採⽤1年2ヶ⽉前
〜採⽤の9ヶ⽉前）に採⽤活動を始めている。

①業種別に⾒ると、回答企業数10社以上に絞って⾒ると
「建設業」の37.5％が令和4年1⽉より前に開始しているおり、⽐較的早い時期に採⽤活動を開始している。

②従業員数別に⾒ると、従業員数が30⼈以上500⼈未満の会社において、採⽤の2年以上前から開始している会社がある
ことが分かる。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=24)

C_製造業(n=57)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)

令和３年３⽉以前

令和３年４〜６⽉

令和３年７〜９⽉

令和３年10〜12⽉

令和４年１〜３⽉

令和４年４〜６⽉

令和４年７〜９⽉

令和４年10⽉以降

その他
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=2)

2.30⼈以上(n=34)

3.50⼈以上(n=65)

4.100⼈以上(n=64)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

令和３年３⽉以前

令和３年４〜６⽉

令和３年７〜９⽉

令和３年10〜12⽉

令和４年１〜３⽉

令和４年４〜６⽉

令和４年７〜９⽉

令和４年10⽉以降

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q6【終えた時期】

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、58.6％（112社）が「令和4年12⽉」（採⽤
3ヶ⽉前）までに採⽤活動を終えている。

①業種別では、回答企業数10社以上に絞って⾒ると
「医療・福祉関連業」の57.1％が採⽤の２ヶ⽉前に採⽤活動を終えており、同業種における新規学卒
者の採⽤難を⽰しているものと考えられる。

②従業員数別に⾒ると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=23)

C_製造業(n=57)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=15)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)

令和4年3⽉以前

令和4年4⽉

令和4年5⽉

令和4年6⽉

令和4年7⽉

令和4年8⽉

令和4年9⽉

令和4年10⽉

令和4年11⽉

令和4年12⽉

令和5年1⽉以降

その他
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=2)

2.30⼈以上(n=32)

3.50⼈以上(n=65)

4.100⼈以上(n=64)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

令和4年3⽉以前

令和4年4⽉

令和4年5⽉

令和4年6⽉

令和4年7⽉

令和4年8⽉

令和4年9⽉

令和4年10⽉

令和4年11⽉

令和4年12⽉

令和5年1⽉以降

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q7【県内就職困難理由／１位】

 「希望する業種や職種の企業などが少ない」が最も多く、90社が１位の理由に選んでいる。
また、この内容は学⽣向けアンケートでも48.2%と最も多く選ばれていた。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞ってみると、
ほとんどの業種で約40％以上が「希望する業種や職種の企業などが少ない」を選んでおり、
特に「サービス業（他に分類されないもの）」で56.3％と最も多く選ばれている。

②従業員数別にみると、従業員の⼈数に関わらず、
約40％以上の企業が「希望する業種や職種の企業などが少ない」と回答した。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=24)

C_製造業(n=56)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)

希望する業種や職種の企
業等が少ない

希望する待遇の企業等が
少ない

企業等の情報が少なかっ
た・⼊⼿しづらい

オンラインでの説明会や
⾯接の機会が少ない

インターンシップを受け
⼊れている企業が少ない

県外学⽣の交通費の負担
が⼤きい

県外学⽣のスケジュール
調整が難しい

⼤学等のサポートが少な
い

その他
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1.30⼈未満(n=2)

2.30⼈以上(n=34)

3.50⼈以上(n=64)

4.100⼈以上(n=64)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

希望する業種や職種の企業等
が少ない

希望する待遇の企業等が少な
い

企業等の情報が少なかった・
⼊⼿しづらい

オンラインでの説明会や⾯接
の機会が少ない

インターンシップを受け⼊れ
ている企業が少ない

県外学⽣の交通費の負担が⼤
きい

県外学⽣のスケジュール調整
が難しい

⼤学等のサポートが少ない

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
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 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況
Q8【県外転出理由／１位】

 「働きたいと思える企業や仕事が少ないから」が最も多く、79社が１位の理由として選んでいる。

①業種別に⾒てみると、回答企業数が10社以上に絞ってみると、
約40%〜約60％が「働きたいと思える企業や仕事が少ないから」という理由を１位に選んでいる。
特に「サービス業（他に分類されないもの）」56.3％が最も多い。

②従業員数別にみると、
従業員数に関わらず、「働きたいと思える企業が少ないから」を１位の理由に選択している企業が多いことが分かる。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=24)

C_製造業(n=57)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=34)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=2)

2.30⼈以上(n=34)

3.50⼈以上(n=64)

4.100⼈以上(n=64)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

安⼼して結婚や育児ができる環境が整って
いないから

他県に⽐べて魅⼒が少ないから

給与⽔準が低いから

働き⽅など労働環境が良くないから

働きたいと思える企業や仕事が少ないから

⽣活が不便であるから

若者が楽しめる場所や活躍できる場が少な
いから

⾃分らしさを表現しづらい・古い価値観が
残っていると思うから

企業や仕事の情報が少ないから

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
※凡例はレイアウトの都合で従業員側のみに表⽰しております。
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Q9【インターンシップ有無】
 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況

 新規学卒者の採⽤「有」と回答した企業191社のうち、48.2％（92社）が新規学卒者に係るインターンシップの実施
「有」、50.8％（97社）が「無」と回答している。

①業種別では、回答企業数10社以上に絞って⾒ると、 「建設業」62.5％が最も多く、次いで、「製造業」53.6％と続
く。
⼀⽅、「医療・福祉関連業」は14.3％と最も少ない。

②従業員数別に⾒てみると、 従業員数が多いほどインターンシップを実施する企業の割合が多くなる傾向があり、
「500⼈以上1,000⼈未満」が最も多く85.7％となっている。
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A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=24)

C_製造業(n=56)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）…

O_その他(n=0)

はい

いいえ
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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2.30⼈以上(n=34)

3.50⼈以上(n=65)

4.100⼈以上(n=63)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

はい

いいえ

＊回答母数が10件未満は参考値
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Q10【インターンシップの募集⼈数】
 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況

 インターンシップの実施「有」と回答した企業92社のうち、「〜4⼈」27.2％、次いで「5⼈〜9
⼈」19.4％、「10〜19⼈」17.4％と続く。

①業種別で⾒てみると、
「製造業」「電気・ガス・⽔道業」「不動産業・物品賃貸業」の３業種で100⼈以上の募集があった。
⼀⽅、「建設業」では「10⼈未満」が58.4％と募集⼈数が少数である。

②採⽤⼈数別で⾒て⾒ると、従業員数が多いほど募集⼈数が多い傾向がわかる。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=12)

C_製造業(n=24)

D_電気・ガス・⽔道業(n=1)

E_情報通信業(n=2)

F_運輸業・郵便業(n=1)

G_卸売業・⼩売業(n=17)

H_⾦融業・保険業(n=2)

I_不動産業・物品賃貸業(n=1)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=3)

K_教育・学習⽀援業(n=1)

L_医療・福祉関連業(n=3)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=8)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=1)

O_その他(n=0)

〜4⼈

5⼈〜9⼈

10⼈〜19⼈

20⼈〜49⼈

50⼈〜99⼈

100⼈以上
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1.30⼈未満(n=0)

2.30⼈以上(n=8)

3.50⼈以上(n=22)

4.100⼈以上(n=31)

5.500⼈以上(n=12)

6.1,000⼈以上(n=4)

〜4⼈

5⼈〜9⼈

10⼈〜19⼈

20⼈〜49⼈

50⼈〜99⼈

100⼈以上
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Q10【インターンシップの参加⼈数】
 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況

 インターンシップの実施「有」と回答した企業92社のうち、「〜４⼈」が52.2％と半数以上を占めている。

①業種別に⾒てみると、
「製造業」「電気・ガス・⽔道業」「不動産業・物品賃貸業」の３業種で100⼈以上の参加があった。
⼀⽅、「卸売業・⼩売業」では66.7％が「〜4⼈」の参加となっており、
「10⼈以上」募集する企業が58.9％であったのに対し、参加⼈数が少ない傾向にあると⾒られる。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど、参加⼈数が多い傾向がみられ
500⼈以上の企業では、約80％以上が参加⼈数が10⼈以上となっており、
500⼈未満の企業では、約80％以上が参加⼈数が10⼈未満となっている。
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A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=15)

C_製造業(n=29)

D_電気・ガス・⽔道業(n=1)

E_情報通信業(n=2)

F_運輸業・郵便業(n=1)

G_卸売業・⼩売業(n=18)

H_⾦融業・保険業(n=3)

I_不動産業・物品賃貸業(n=2)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=3)

K_教育・学習⽀援業(n=1)

L_医療・福祉関連業(n=3)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=8)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=1)

O_その他(n=0)

〜4⼈

5⼈〜9⼈

10⼈〜19⼈

20⼈〜49⼈

50⼈〜99⼈

100⼈以上
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1.30⼈未満(n=0)

2.30⼈以上(n=9)

3.50⼈以上(n=24)

4.100⼈以上(n=38)

5.500⼈以上(n=12)

6.1,000⼈以上(n=5)

〜4⼈

5⼈〜9⼈

10⼈〜19⼈

20⼈〜49⼈

50⼈〜99⼈

100⼈以上



33

Q11【インターンシップ実施しない理由／１位】
 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況

 インターンシップを実施しない理由として、
33社が「⼈⼿を割けない」を１位の理由として答えており、最も多い。

①業種別に⾒てみると、回答企業数10社以上に絞って⾒てみると、
「医療・福祉関連業」41.2％が最も多く、次いで「製造業」38.5％が
「⼈⼿を割けない」を１位の理由として挙げている。

②従業員数別に⾒てみると、「30⼈以上500⼈未満」では、
従業員数に関わらず「⼈⼿を割けない」が多く選ばれていることが分かる。
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A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=9)

C_製造業(n=26)

D_電気・ガス・⽔道業(n=2)

E_情報通信業(n=3)

F_運輸業・郵便業(n=3)

G_卸売業・⼩売業(n=17)

H_⾦融業・保険業(n=2)

I_不動産業・物品賃貸業(n=1)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=1)

K_教育・学習⽀援業(n=4)

L_医療・福祉関連業(n=17)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=8)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=2)

O_その他(n=0)

費⽤をかけられな
い

⼈⼿を割けない

⼿続きの煩雑さ

通常業務に⽀障を
きたす

効果を感じられな
い

その他
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3.50⼈以上(n=39)

4.100⼈以上(n=24)
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通常業務に⽀障
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効果を感じられ
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その他

＊回答母数が10件未満は参考値
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Q12【学⽣が就活の際に参考にする⼈物／１位】
 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況

 就活の際に参考とする⼈物に「両親」を１位の理由として97社が選んでおり最も多い。
①業種別では、回答企業数10社以上に絞ってみると、
半数以上が「両親」を選んでおり、特に「建設業」75.0％が最も多い。
また、「サービス業（他に分類されないもの）」では「友⼈」が25.0％で多い傾向にある。
また、「製造業」では「⼤学の先輩」が17.5％選ばれておりやや多い。

②従業員数別に⾒てみると、バラつきはあるものの
「100⼈以上」の企業では71.4％で「両親」を１位として選んでいる。
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A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=24)

C_製造業(n=57)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=4)

G_卸売業・⼩売業(n=35)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=4)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=21)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=16)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=0)
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1.30⼈未満(n=2)

2.30⼈以上(n=34)

3.50⼈以上(n=65)

4.100⼈以上(n=64)

5.500⼈以上(n=14)

6.1,000⼈以上(n=7)

両親

両親以外の家族・親戚

友⼈

⼤学等の教員

⼤学等のキャリアセンターの職員

⼤学の先輩

企業の先輩（OB・OG）

キャリア⽀援団体（学⽣運営の就活サポート
サイト）の担当者
企業の⼈事担当者等

その他

＊回答母数が10件未満は参考値

※凡例はレイアウトの都合で従業員側のみに表⽰しております。
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Q13【内定辞退の主な理由／１位】
 新規学卒者採⽤に係る採⽤状況

 内定辞退の理由として「他社から内定がでた」を１位の理由として147社が選んでおり最も多い。
①業種別では、回答企業数10社以上に絞ってみると、
ほとんどの業種の約90％で「他社から内定が出た」を選んでおり、「建設業」94.7％が最も多い。

②従業員数別に⾒てみると、
「30⼈以上50⼈未満」の企業では「他社から内定が出た」を理由として選んでいる企業は80％で
やや少ない。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=0)

B_建設業(n=19)

C_製造業(n=53)

D_電気・ガス・⽔道業(n=3)

E_情報通信業(n=6)

F_運輸業・郵便業(n=3)

G_卸売業・⼩売業(n=34)

H_⾦融業・保険業(n=4)

I_不動産業・物品賃貸業(n=3)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=3)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=13)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=14)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=2)

O_その他(n=0)

他社から内定が出た

希望の職種ではなかった

志望業界が変わった

適性がない

家族の意向

通勤が厳しい

留年することになった
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1.30⼈未満(n=2)

2.30⼈以上(n=25)

3.50⼈以上(n=55)

4.100⼈以上(n=60)

5.500⼈以上(n=13)

6.1,000⼈以上(n=7)

他社から内定が出た

希望の職種ではな
かった

志望業界が変わった

適性がない

家族の意向

通勤が厳しい

留年することになっ
た

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
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Q14【どのように情報発信しているか／１位】

 採⽤活動の実施「有」と回答した企業295社のうち、「⼤⼿就職サイト」を１位に選んでいる企業が128社で最も多い。

①業種別では、回答企業数が10社以上に絞ってみるとバラつきがあり、
「建設業」では「⼤⼿就職サイト」が62.1%で最も多く選ばれているが、
「医療・福祉関連業」では「ハローワーク」が61.8％で最も多い。
また、「運輸業・郵便業」において「⼤⼿就職サイト」「ハローワーク」は同率の41.7％であった。

②従業員数別では、従業員数が多いほど「⼤⼿就職サイト」を選んでいる企業が多く、
少ないほど「ハローワーク」を選んでいる企業が多い傾向が⾒られる。

 採⽤活動における広報に関する事項
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‐

‐

‐

1.2 

‐

12.5 

‐

‐

‐

‐

20.0 

‐

‐

3.6 

‐

‐

‐

3.4 

3.7 

25.0 

‐

‐

‐

‐

‐

20.0 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

3.4 

2.5 

‐

‐

‐

6.8 

20.0 

‐

‐

‐

‐

3.6 

‐

‐

‐
3.4 

1.2 

‐

‐

4.2 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

3.4 

‐

‐

‐

4.2 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐
3.4 

3.7 

‐

‐

‐

6.8 

‐

‐

‐

20.0 

11.8 

3.6 

‐

‐

‐

3.4 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐
2.9 

‐

‐

‐

50.0 

13.8 

33.3 

25.0 

‐

41.7 

20.5 

‐

‐

40.0 

40.0 

61.8 

28.6 

‐

100.0 

50.0 

3.4 

2.5 

25.0 

‐

8.3 

‐

‐

20.0 

‐

40.0 

‐

‐

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=29)

C_製造業(n=81)

D_電気・ガス・⽔道業(n=4)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=24)

G_卸売業・⼩売業(n=44)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=34)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=28)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

20.0 

31.9 

44.7 

52.3 

52.9 

71.4 

20.0 

1.4 

10.6 

5.7 

17.6 

‐

‐

1.4 

‐

3.4 

‐

‐

‐

‐

‐

2.3 

17.6 

14.3 

‐

2.9 

4.3 

2.3 

‐

‐

‐

2.9 

1.1 

‐

‐

‐

‐

2.9 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

8.7 

2.1 

4.5 

5.9 

‐

‐

1.4 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

1.1 

‐

‐

‐

60.0 

42.0 

34.0 

25.0 

5.9 

‐

‐

4.3 

2.1 

4.5 

‐

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=69)

3.50⼈以上(n=94)

4.100⼈以上(n=88)

5.500⼈以上(n=17)

6.1,000⼈以上(n=7)

⼤⼿就職サイト

合同企業説明会（対⾯）

合同企業説明会（オンライン）

インターンシップ

⾹川県の就職サイト（ワクサポかがわ）

就活メディア（紙媒体）

SNS(Ｘ（旧Twitter）,Instagram等)

OB・OG訪問

学内キャリアセンター

学内のセミナー

学内の就職サークル

キャリア⽀援団体（学⽣運営の就活サポー
トサイト）
ハローワーク

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
※凡例はレイアウトの都合で従業員側のみに表⽰しております。
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Q15【いくらかけているか】
 採⽤活動における広報に関する事項

 採⽤活動の実施「有」と回答した企業295社のうち、40.0％の企業が「0〜50万円」と回答しており
最も多い。

①業種別に⾒てみると、回答企業数が10社以上に絞ってみると、
「建設業」では73.7％が「51万円以上」と回答しており、
また、「301万円以上」の企業が23.3％と、採⽤活動に多く費⽤をかけている業種である。

②従業員数別に⾒てみると、従業員数が多いほど採⽤活動に多くの費⽤をかけている傾向が⾒られる。

100.0 

13.3 

40.5 

25.0 

12.5 

48.0 

37.8 

40.0 

‐

60.0 

60.0 

67.6 

35.7 

33.3 

50.0 

‐

16.7 

15.5 

‐

12.5 

28.0 

11.1 

‐

20.0 

40.0 

‐

8.8 

17.9 

33.3 

50.0 

‐

16.7 

13.1 

50.0 

12.5 

4.0 

26.7 

‐

20.0 

‐

20.0 
2.9 

7.1 

33.3 

‐

‐

16.7 

9.5 

‐

25.0 

8.0 

6.7 

‐

‐

‐

‐

2.9 

7.1 

‐

‐

‐

3.3 

3.6 

‐

‐

‐

2.2 

20.0 

‐

‐

20.0 

‐

3.6 

‐

‐

‐

‐
2.4 

‐

‐

‐

2.2 

‐

‐

‐

‐
2.9 

‐

‐

‐

‐

23.3 

14.3 

25.0 

37.5 

4.0 

13.3 

40.0 

60.0 

‐

‐

8.8 

28.6 

‐

‐

‐

10.0 

1.2 

‐

‐

8.0 

‐

‐

‐

‐

‐

5.9 

‐

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=30)

C_製造業(n=84)

D_電気・ガス・⽔道業(n=4)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=25)

G_卸売業・⼩売業(n=45)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=34)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=28)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

0〜50万円

51〜100万円

101〜150万円

151〜200万円

201〜250万円

251〜300万円

301万円以上

分からない

100.0 

52.9 

54.5 

21.1 

5.9 

‐

‐

19.1 

14.1 

17.8 

11.8 

‐

‐

13.2 

11.1 

16.7 

‐

14.3 

‐

2.9 

8.1 

12.2 

17.6 

‐

‐

2.9 

2.0 

3.3 

5.9 

‐

‐

‐

2.0 

‐

5.9 

14.3 

‐

4.4 

4.0 

27.8 

52.9 

71.4 

‐

4.4 

4.0 

1.1 

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=68)

3.50⼈以上(n=99)

4.100⼈以上(n=90)

5.500⼈以上(n=17)

6.1,000⼈以上(n=7)

0〜50万円

51〜100万円

101〜150万円

151〜200万円

201〜250万円

251〜300万円

301万円以上

分からない

＊回答母数が10件未満は参考値
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Q16【採⽤活動時にPRしていること／１位】

 採⽤活動の実施「有」と回答した企業295社のうち、84社が「企業等の安定性」を選んでおり最も多い。

①業種別で⾒てみると、回答企業数が10社以上に絞ってみると、
ほとんどの業種で「企業の安定性」が⼀番多く選ばれていたが、
「医療・福祉関連業」では、「⾃分がやりたい仕事ができること、やりがいがあること」が21.9%で最も
多く選ばれている。

②従業員数別で⾒てみると、
「1,000⼈以上」の企業を除き、「企業の安定性」が⼀番多く選ばれていたが、
「500⼈以上1,000⼈未満」の企業では、「⾃分のやりたい仕事ができること、やりがいがあること」が「企業の安定
性」と同率の17.6%となっている。

 採⽤活動における広報に関する事項

‐

40.0 

26.3 

50.0 

25.0 

36.0 

37.8 

40.0 

‐

20.0 

20.0 

9.4 

35.7 

33.3 

50.0 

‐

6.7 

10.0 

‐

‐

4.0 

4.4 

20.0 

20.0 

‐

‐

3.1 

‐

‐

‐

‐

3.3 

1.3 

‐

‐

‐

2.2 

‐

‐

20.0 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

13.3 

2.5 

‐

‐

8.0 

4.4 

‐

‐

‐

‐

3.1 

3.6 

‐

‐

‐

‐

2.5 

‐

‐

‐

4.4 

20.0 

‐

‐

‐

‐

3.6 

‐

‐

‐

‐

2.5 

‐

12.5 

4.0 

2.2 

‐

‐

‐

‐

3.1 

‐

‐

50.0 

50.0 

3.3 

17.5 

‐

12.5 

16.0 

6.7 

20.0 

‐

‐

20.0 

18.8 

3.6 

‐

‐

‐

16.7 

10.0 

25.0 

25.0 

4.0 

6.7 

‐

40.0 

20.0 

20.0 

21.9 

17.9 

33.3 

‐

‐

6.7 

1.3 

‐

‐

16.0 

6.7 

‐

20.0 

‐

20.0 

18.8 

10.7 

‐

‐

‐

3.3 

6.3 

‐

‐

‐

2.2 

‐

‐

‐

‐

9.4 

7.1 

33.3 

‐

50.0 

6.7 

5.0 

‐

12.5 

8.0 

6.7 

‐

20.0 

‐

‐

‐

7.1 

‐

‐

‐

‐

7.5 

‐

‐

‐

4.4 

‐

‐

‐

‐

‐

3.6 

‐

‐

‐

‐

2.5 

‐

‐

4.0 

‐

‐

‐

‐

‐

6.3 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

2.5 

25.0 

12.5 

‐

8.9 

‐

‐

40.0 

20.0 

6.3 

7.1 

‐

‐

‐

‐

2.5 

‐

‐

‐

2.2 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=30)

C_製造業(n=80)

D_電気・ガス・⽔道業(n=4)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=25)

G_卸売業・⼩売業(n=45)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=32)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=28)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

60.0 

24.2 

23.7 

38.6 

17.6 

28.6 

‐

12.1 

2.1 

4.5 

11.8 

‐

‐

1.5 

3.1 

1.1 

‐

‐

‐

3.0 

5.2 

5.7 

‐

‐

‐

1.5 

1.0 

4.5 

‐

‐

‐

3.0 

3.1 

1.1 

5.9 

‐

20.0 

13.6 

15.5 

10.2 

‐

‐

‐

18.2 

12.4 

10.2 

17.6 

‐

‐

9.1 

7.2 

8.0 

11.8 

‐

‐

3.0 

8.2 

1.1 

11.8 

‐

‐

6.1 

6.2 

5.7 

‐

14.3 

‐

1.5 

3.1 

3.4 

11.8 

‐

20.0 

1.5 

2.1 

1.1 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

7.2 

3.4 

11.8 

42.9 

‐

1.5 

‐

1.1 

‐

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満(n=5)

2.30⼈以上(n=66)

3.50⼈以上(n=97)

4.100⼈以上(n=88)

5.500⼈以上(n=17)

6.1,000⼈以上(n=7)

企業等の安定性

企業等の成⻑性

企業等の知名度が⾼いこと

給与等が⾼いこと、福利厚⽣が充実していること

希望する勤務地であること

柔軟な働き⽅（テレワーク、時差出勤など）ができる
こと
残業が少ない・休暇が取得できるなど、ワークライフ
バランスが充実していること
⾃分のやりたい仕事ができること、やりがいがあるこ
と
⾃分の能⼒や専⾨性を活かせること

社会貢献ができること

地元で働けること

転勤がない（少ない）こと

⼥性が活躍できること

⼦育て⽀援が充実していること

職場の雰囲気が良いこと

その他

＊回答母数が10件未満は参考値
※凡例はレイアウトの都合で従業員側のみに表⽰しております。
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Q17【採⽤活動における課題／１位】

 採⽤活動の実施「有」と回答した企業295社のうち、189社が「応募者が集まらない」を採⽤活動における
課題として選んでおり最も多い。

①業種別で⾒てみると、回答企業数が10社以上に絞ってみると、
ほとんどの業種で「応募者が集まらない」が⼀番多くを選ばれている。

②従業員数別で⾒てみると、
「500⼈以上」の企業では「応募者が集まらない」に次いで「内定辞退が多い」が２番⽬に多い。
「500⼈未満」の企業では「応募者が集まらない」に次いで「求める⼈材がいない」が２番⽬に多い。

 採⽤活動における広報に関する事項

50.0 

63.3 

69.5 

75.0 

37.5 

72.0 

64.4 

60.0 

20.0 

60.0 

60.0 

70.6 

71.4 

66.7 

50.0 

‐

20.0 

17.1 

‐

50.0 

12.0 

11.1 

‐

60.0 

‐

20.0 

11.8 

14.3 

33.3 

50.0 

‐

3.3 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

2.4 

25.0 

12.5 

‐

‐

20.0 

‐

‐

20.0 

2.9 
3.6 

‐

‐

‐

‐

1.2 
‐

‐

‐

6.7 

‐

‐

40.0 

‐

2.9 

‐

‐

‐

‐

3.3 

1.2 

‐

‐

‐

6.7 

‐

‐

‐

‐

5.9 

‐

‐

‐

50.0 

3.3 

3.7 

‐

‐

12.0 

8.9 

‐

‐

‐

‐

‐

7.1 

‐

‐

‐

‐
1.2 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

6.7 

2.4 

‐

‐

4.0 

2.2 

20.0 

‐

‐

‐

5.9 

3.6 

‐

‐

‐

‐

1.2 

‐

‐

‐

‐

‐

20.0 

‐

‐

‐

‐

‐

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A_農業・林業・漁業(n=2)

B_建設業(n=30)

C_製造業(n=82)

D_電気・ガス・⽔道業(n=4)

E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=25)

G_卸売業・⼩売業(n=45)

H_⾦融業・保険業(n=5)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=5)

K_教育・学習⽀援業(n=5)

L_医療・福祉関連業(n=34)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=28)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=2)

応募者が集まらない

求める⼈材がいない

⾯接辞退が多い

内定辞退が多い

⼊社後の定着率が悪い

採⽤のための⼈員が確保
できない
採⽤のための情報発信等
における費⽤が⾼い
学⽣の思考がつかめない

学⽣に効果的にアプロー
チできない
その他

60.0 

65.2 

64.6 

68.9 

52.9 

57.1 

40.0 

19.7 

18.2 

15.6 

‐

‐

‐

‐

1.0 

‐

‐

‐

‐

‐

1.0 

3.3 

11.8 

28.6 

‐

3.0 

4.0 

1.1 

‐

‐

‐

1.5 

2.0 

2.2 

11.8 

‐

‐

6.1 

4.0 

5.6 

5.9 

14.3 

‐

‐

‐

‐

5.9 

‐

‐

4.5 

5.1 

2.2 

5.9 

‐

‐

‐

‐

1.1 

5.9 

‐

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.30⼈未満
(n=5)

2.30⼈以上
(n=66)

3.50⼈以上
(n=99)

4.100⼈以上
(n=90)

5.500⼈以上
(n=17)

6.1,000⼈以上
(n=7)

応募者が集まらない

求める⼈材がいない

⾯接辞退が多い

内定辞退が多い

⼊社後の定着率が悪い

採⽤のための⼈員が確
保できない
採⽤のための情報発信
等における費⽤が⾼い
学⽣の思考がつかめな
い
学⽣に効果的にアプ
ローチできない
その他

＊回答母数が10件未満は参考値
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Q18【⾹川県内での就職者を増やすために必要な取組／１位】

 「⼩学校〜⾼校の段階で、県内企業を知る機会を増やす」が79社で最も多く１位に選ばれているが、
１位〜３位を総合すると、「県内企業が給与等を増やす」が最も選ばれている。

①業種別に⾒てみると、回答企業数が10社以上に絞ってみると、
「製造業」では「⼩学校〜⾼校の段階で、県内企業を知る機会を増やす」が最も多く32.3％だが、
「建設業」「運輸業・郵便業」では「県内企業が給与等を増やす」が最も多く選ばれている。

②従業員数別に⾒てみると、バラつきがあり従業員数による傾向は⾒られない。

 採⽤活動における広報に関する事項

‐

17.6 

32.3 

75.0 

37.5 
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E_情報通信業(n=8)

F_運輸業・郵便業(n=29)

G_卸売業・⼩売業(n=52)

H_⾦融業・保険業(n=6)

I_不動産業・物品賃貸業(n=5)

J_宿泊業・飲⾷サービス業(n=7)

K_教育・学習⽀援業(n=6)

L_医療・福祉関連業(n=45)

M_サービス業（他に分類されないもの）(n=35)

N_公務・団体（他に分類されるものを除く）(n=3)

O_その他(n=4)
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1.30⼈未満(n=10)

2.30⼈以上(n=91)

3.50⼈以上(n=114)

4.100⼈以上(n=97)

5.500⼈以上(n=18)

6.1,000⼈以上(n=7)

⼩学校〜⾼校の段階で、県内企業を知る機
会を増やす
県等が県内企業の情報発信を充実させる

県等が合同説明会や就職セミナーを頻繁に
開催する
県等が魅⼒的な企業を誘致する

県等が奨学⾦の返済⽀援などの援助を充実
させる
県内企業が給与等を増やす

県内企業がウェブサイトやSNSを活⽤して情
報発信に努める
県内企業がオンライン説明会・オンライン
⾯接などを導⼊する
県内企業がインターンシップの機会を増や
す
県内企業がリモートワークや時差出勤など
柔軟な働き⽅を取り⼊れる
県内企業が育児・介護休暇等を取りやすい
職場づくりに努める
県内企業がUターン採⽤枠を設けるなど地元
出⾝者の確保に努める
その他

＊回答母数が10件未満は参考値
※凡例はレイアウトの都合で従業員側のみに表⽰しております。
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本調査結果のまとめ①
 ⾹川県内の企業の採⽤活動においては、新規学卒者の採⽤が重要な位置を占めているものの、充
⾜率は37％と低い。しかし、新規学卒者以外にも中途採⽤や外国⼈材といった多様な⼈材の確
保に⼒を⼊れていることが分かった。

 ⾹川県内の企業は地元の学⽣を重視して採⽤活動を⾏っている。
 ⾹川県内の企業が新規学卒者の採⽤や県内就職の課題として、希望する業種や職種の企業が少な
いことを認識している。また、⾹川県外に転出する新規学卒者の理由としても、⾹川県内には働
きたいと思える企業や仕事が少ないという課題があると考えている。

 ⾹川県内の企業の多くがインターンシップを実施しているが、実施規模や参加者数には限定的な
傾向が⾒られる。また、⼈⼿不⾜がインターンシップを実施しない理由として挙げられており、
特に医療・福祉関連業や従業員数が少ない企業での課題となっている。

 ⾹川県内の企業は⼤⼿就職サイトやハローワークを活⽤して採⽤活動を⾏っており、企業の安定
性や職場の雰囲気をPRしていることが分かった。また、採⽤費⽤については企業の規模によっ
て異なる傾向がある。

 様々な業種や企業規模において、求⼈募集において「応募者が集まらない」という課題が共通し
て存在している。特に中規模の企業では、求める⼈材が不⾜しているという問題も顕著である。

 ⾹川県内で就職者を増やすための取り組みにおいて、「⼩学校から⾼校の段階で県内企業を知る
機会を増やす」ことが重要であると考えている企業が多い。また、「県内企業が給与等を増や
す」という取組についても重要と考えている企業が多いようだ。業種別に⾒てみると、製造業で
は地域への理解を深める教育活動が重要視されている⼀⽅、建設業や運輸業・郵便業では給与の
向上がより求められている傾向がある。
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 学⽣は、主に給与の⾼さや福利厚⽣の充実や企業の安定性、仕事のやりがいを重視しているのに対し、
企業側は企業の安定性をＰＲしているところは多かったものの、給与の⾼さや福利厚⽣の充実、仕事
のやりがいをＰＲしているところが少なかった。

本調査において、県内企業の採⽤活動に関する実態を確認することができた。また、同時に就職
活動をしている学⽣との認識の差も明らかになった。

本調査結果のまとめ②
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 就職活動の時期に関して、学⽣は卒業前年度の4〜6⽉から開始する割合が⾼いのに対し、企業は学⽣
の卒業前年度の1〜3⽉から開始する企業が多く、学⽣に⽐べて開始時期に遅れが⾒られる。終了時期
についても、⼤半の学⽣は卒業する年度の9⽉までに終えているが、企業は半数以上が9⽉以降も採⽤
活動を続けており、就職活動と採⽤活動の時期にギャップが⽣じていることが分かった。

本調査結果のまとめ②

 採⽤活動、就職活動の開始・終了時期
【企業】 【学⽣】

就職活動を開始した時期

就職活動を終了した時期

就職活動を開始した時期

就職活動を終了した時期

（⼈）
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 学⽣はハローワークの活⽤が少ない⼀⽅、企業側はハローワークの活⽤が⼀定数ある。

 インターンシップについて、就職活動の情報収集で役に⽴ったものとして学⽣に選ばれていたが、企
業側は⼈⼿不⾜などを理由に約半数が実施できていない状況にある。

 合同説明会も、企業側はオンラインよりも対⾯を重視しているようだが、学⽣は対⾯よりオンライン
のほうが参加しやすいと感じていることが分かった。

 採⽤活動でどのように情報発信しているか/就職活動で情報収集で役に⽴ったもの

【企業】 【学⽣】

本調査結果のまとめ②

（⼈）
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 県内での就職者を増加させるために必要な取り組みとして、学⽣・企業側ともに給与を増やすことが重要との
認識であり、給与が重要なポイントであることが分かった。

 また、「⼩学校〜⾼校の段階で、県内企業を知る機会を増やす」ことも、学⽣・企業側ともに重要であると認
識していることが分かった。

以上の結果から、県内企業と学⽣の間には採⽤活動・就職活動での認識の差があることが分かった。
県内企業は学⽣の考えやギャップを受け⽌め、採⽤活動に柔軟性を持たせる必要があると考えられる。

本調査結果のまとめ②

 ⾹川県内での就職者を増やすために必要な取組
【企業】 【学⽣】 （⼈）

（社）


